
(9) 職員の研修の状況

イ　知事部局等（企業局、病院事業局、議会事務局及び各種行政委員会事務局を含む。）

(ｲ) 研修体系

a　職員育成センター研修の体系

 ・基本研修（各階層ごとに行う必須の研修）

対　象　者

新採研修受講後２年
目の職員

主事・技師級で採用
６年目の職員

係長級昇任者

係長級昇任３年目の
職員

主査級昇任者

主査級研修受講後３
年目の職員

課長補佐級昇任
者

課長級昇任者

現業職員研修 技能労務職員

現業（技能長・主任技能員）職員研修
技能長・主任技
能員昇任者

 ・能力開発研修（職位に応じた応用的な能力について選択して履修する研修）

 ・特別研修（時宜に応じたテーマを設定し履修する研修）

　 「働き方改革のためのマネジメント研修」や「女性のワークライフデザイン研修」等 ７研修

主事・技師級２年目研修 入庁後１年間の実務経験を踏まえ、業務遂行能力を高める。

係長級３年目研修
係長級に求められる、より効果的なフォロワーシップ・リーダーシップを身につ
ける。

主査級３年目研修
これまでの指導経験を踏まえ、より高い部下育成のスキル・考え方を身につけ
る。

「官民による企画力向上研修」、「プレゼンテーション研修」等

組織の中堅職員の能力向上（１４研修） 「民間で学ぶまちづくり研修inやまがた」、「戦略的な情報発信研修」等

課長級研修 組織目標の達成に向けた組織管理能力及び人材育成能力を身につける。

県民視点に立って意欲的かつ効率的に仕事を進める手法を身につける。

メンバーとの信頼関係の構築や指導的な役割を果たすために必要な手法を身につ
ける。

現業職

組織のリーダー養成（４研修） 「コーチング研修」、「危機発生時のメディア対応研修」等

コ　ー　ス　名 主　な　研　修　名

若手職員の基礎力向上（７研修）

係長級研修 係長級に求められる幅広い視野やリーダーシップの基礎を身につける。

主査級研修 メンバーの指導・育成の手法及び説明能力を身につける。

課長補佐級研修 組織目標の達成に向けた業務の管理及び職員の管理などの能力を身につける。

研　　修　　名 研　　修　　目　　的

新規採用職員研修
（一般職・第１期）・（看護職）

新規採用職員

県職員としての基本的心構え・基礎的知識を身につける。（一般職・第１期）
（看護職）
自らの職務についての認識を深め、県職員の基本姿勢を習得する機会とする。
（第２期）
採用後半年間の実務経験を踏まえ、基礎的な業務遂行能力を高める。（第３期）

新規採用職員研修（一般職・第２期）

新規採用職員研修（一般職・第３期）

主事・技師級６年目研修
業務遂行能力及び意欲的に仕事を進めるためのコミュニケーション能力を身につ
ける。

派遣
研修

大学や民間などで研修することにより職場研修や部局研修では得ることので
きないノウハウや、社会の変化に対応した専門的知識・技術を習得できると
ともに、新しい価値観の習得や発想の転換が図られる。

部局研修

各部局及び各総合支庁が主体的に実施する研修で、部局
における業務遂行に必要な能力の開発及び専門的知識や
技術の習得を図るほか、政策論議を深め、現実の行政課
題に即した実践的・専門的な政策形成能力を開発する。

集合
研修

職員育成センター
研修

県職員としての基礎的知識や、職位・職種に共通して求
められる知識や能力の習得を図る。また、職場研修（Ｏ
ＪＴ）や部局研修と有機的に連携しながら、これらの研
修の効果的展開を図る。広範囲な職員との交流により、
意識改革や視野の拡大が図られる機会ともなる。

研
修
の
３
本
柱

自己啓発

能力開発の基本となる。
目標を設定し、自ら能力向上に努め、これを達成することにより、さらなる能力開発につ
なげていく。
職員の自覚とやる気にかかる。
(例)自主研究、職員提案、通信教育、資格取得、ｅラーニング、地域活動、ボランティア活動、各種セ
ミナー参加など

職場研修
（ＯＪＴ）

職員の意欲や能力は、職務の遂行過程等を通じて引き出され、高められることから、職場
は職員の能力開発にとって最も重要な場である。
業務の目標や課題を明確にして、職員自身は主体的に仕事に取り組むことにより、上司は
達成状況を確認しながら適切なアドバイスを行うことにより、職務遂行を通じて効果的な
能力開発を行う。

職場外研修
（ＯＦＦ ＪＴ）

仕事の場を離れ、職務に必要な知識や技術を集中的に習得する。
自己改革の契機や、新しい発想、価値観を得ることができる機会となる。



(ﾛ)　研修の内容と実績（主なもの）

ａ　基本研修

実　績

（受講者数）

県職員としての基本的心構え・
基礎的知識を身につける。

一般職（高卒・
短大卒・大卒程
度）採用者

＊基本的心構え
　・服務と倫理
＊基礎的知識の習得
　・仕事の進め方
　・県の組織と行政
　・文書事務
　・会計事務
　・山形県が誇る観光と県産品の振興
　・Yamagata幸せデジタル化構想
　・総合発展計画
　・情報公開・個人情報保護制度
　・健康管理
　・接遇 191 名

県の政策を把握することによ
り、県政運営の中での自らの職
務についての認識を深める。

一般職（高卒・
短大卒・大卒程
度）採用者

＊基礎的知識の習得
　・広報、広聴
　・財政状況
　・さくらんぼ栽培の現状と取組み
　・行財政改革推進プラン
　・防災・危機管理
　・新型コロナ対策
　・カーボンニュートラルやまがたアク
　　ションプラン
　・やまがた子育て応援プラン
　・県土づくり 191名

採用半年間の実務経験を踏ま
え、自らの仕事の進め方や職場
を中心としたコミュニケーショ
ンのあり方を考え、基礎的な業
務遂行能力を高める。

一般職（高卒・
短大卒・大卒程
度）採用者

＊基本的心構え
　・公務員倫理
　・先輩職員との座談会
＊基礎的知識の習得
　・人事評価制度・仕事と家庭の両立
　・地域データの利活用
　・メンタルタフネス
＊基礎的業務遂行能力の習得
　・コミュニケーション演習 199名

役付職員としての立場・役割を
理解し、係長級に求められる幅
広い視野や主体的に人や組織を
動かす効果的なリーダーシップ
の基礎を身につける。職業人生
の一つの節目を迎えるこの時期
に、これまで形成した能力や価
値観を振り返り、自己効力を高
め、将来に向けた自律的な行動
をデザインする。

係長級昇任者

＊基本的心構え
　・公務員倫理
＊係長級職員の立場役割
　・マネジメント
＊業務遂行能力の向上
　・総合発展計画
　・危機管理
　・ソーシャルメディア
＊将来に向けた行動のデザイン
　・キャリアデザイン 158名

業務遂行の中核としての立場・
役割を理解し、業務目標の共有
化やその実現に必要な進捗管
理、メンバーの指導・育成の手
法を学ぶ。自分の主張を明確に
し、論拠を組み立てるための論
理的思考を学び、相手に分かり
やすく伝える説明能力を身につ
ける。

主査級昇任者

＊基本的心構え
　・公務員倫理
＊主査級職員の立場役割
　・マネジメント
　・メンタルヘルス
＊県民に対して施策の目的内容を伝える
　能力の向上
　・説明力向上

111名

管理者の補佐としての立場・役
割を理解し、組織目標の達成に
向けた業務の管理及び職員の管
理など、組織力を高めるために
必要な能力を身につける。

課長補佐級昇任
者

＊基本的心構え
　・公務員倫理
＊管理者の補佐としての立場役割
　・マネジメント
＊県の事業・施策の円滑な執行
　・議会運営
　・メディア対応 153名

管理者としての立場・役割を理
解するとともに、県民との連
携・協働意識の向上を図る。組
織目標の達成に向けた組織管理
能力及び人材育成能力を身につ
ける。

課長級昇任者

＊基本的心構え
　・公務員倫理
＊管理者としての役割
　・マネジメント
　・ワークライフバランス推進
＊県民との連携・協働意識の向上
　・地域との連携・協働 105名

研　修　の　目　的 対　象　者 研　修　内　容研　　修　　名

新規採用職員研修
（一般職・第１期）

新規採用職員研修
（一般職・第２期）

新規採用職員研修
（一般職・第３期）

係長級研修

主査級研修

課長補佐級研修

課長級研修



ｂ　能力開発研修

実　績

（受講者数）

＊基礎講義
  ・官民による企画提案の意義
　・データによる現状分析
＊グループワーク
　・地域課題及び解決策の検討・提案

　　県
 　　　12名
　　市町村
　　　  4名
    民間
　　　 11名
　　合計
 　　　27名

＊基礎講義
  ・まちづくりに必要な視点、考え方
　・七日町エリアの取組み
＊フィールドワーク（現地調査）
＊演習
　・地域資源を活かしたまちづくりプラ
　　ンの作成、発表

17名

＊基礎講義
　・求められる自治体の情報発信
　・戦略的な情報発信のポイント
　・事例に学ぶ広報の展開方法
＊演習
　・情報発信プランの作成  　　100名

＊基礎講義・演習
  ・文書の構成力の強化
　・簡潔・正確に伝える文章力の強化
　・図解手法を取り入れた資料作成
　・論理図解のワンペーパー資料作成  　　　80名

ｃ　特別研修

実　績

（受講者数)

＊基礎講義
＊演習・発表等

23名

＊基礎講義
＊演習・発表等

27名

＊基礎講義
＊演習・発表等

27名

（注）◆印は民間企業等社員及び市町村職員と合同

管理監督者のためのレ
ジリエンス研修

環境の変化にも柔軟に対応できる、風通しの良
い職場づくりを目指すため、自身のレジリエン
ス（逆境や困難に直面した際にしなやかに適応
し、成長の糧にする力）を養う方法を習得する
とともに、部下及び組織（チーム）のレジリエ
ンスを高める方法を学ぶ。

働き方改革についての理解と認識を深めるとと
もに、管理監督職員として組織の業務効率性を
向上させるため、業務管理の改善手法など、実
践的なマネジメント手法を学ぶ。

女性職員が将来にわたって職場・家庭・地域で
自分らしく生き生きと活躍していくため、自己
の強みや価値観を再確認し、それらを活かしな
がら組織力の向上につなげるとともに、さらな
る自己実現を目指す意識を高める。

市町村や民間企業・民間団体の方々と議論を重
ねる中で、多様な視点・考え方を学び、互いに
刺激しあうことにより、人的ネットワークの形
成を図るとともに、行政と民間が協働して課題
解決に取り組む意識と能力を身につける。

地域の魅力や価値の維持・向上のため、まちづ
くり事業を行っている民間企業の取組みを通
し、前例にとらわれない発想と柔軟な思考で地
域課題を解決する能力や新たな課題にも積極的
にチャレンジする精神を養う。

多様な媒体等の特性を効果的に活用し、情報の
受け手となる県民等の理解と参加を促進すると
ともに、国内外に向けた情報発信力強化のた
め、ターゲットを明確にし、それぞれに適した
情報媒体・手段を選択し活用する等、効果的な
広報戦略の手法を身につける。

説明や提案の際に作成する資料について、相手
に正確に分かりやすく伝えるための論理的な文
章構成や表現力を学び、ワンペーパーにまとめ
るスキルを身につける。

研　修　の　目　的研　　修　　名

研　修　の　目　的 研　修　内　容

研　修　内　容

官民による企画力向上
研修◆

民間で学ぶまちづくり
研修inやまがた

戦略的な情報発信研修

働き方改革のためのマ
ネジメント研修

女性のワークライフデ
ザイン研修

研　　修　　名

ワンペーパー資料作成
研修



ロ　警察本部

　　研修の内容と実績（主なもの）

実　績
（受講者数）

警察官としての職責を自覚さ
せ、使命感を培い、良識と豊か
な人間性を醸成させるととも
に、地域警察官に必要な基礎的
知識、技能の確実な修得及び体
力・気力の錬成を図り、もって
適正に職務を遂行し得る警察官
を育成する。

新たに採用された
巡査

＊初任教養
　職務倫理、法学、基本実
  務、体育・術科等
＊職場実習
　地域勤務の基本と基本的
  捜査実務能力を修得
＊初任補修教養
　初任教養を総合的に発展
  進化した教授内容
＊実戦実習
　独力による勤務を行い本
  格的な実務能力を修得 60名

警察職員としての職責を自覚さ
せ、使命感を培い、良識と豊か
な人間性を醸成させるととも
に、その職務の遂行に必要な基
礎的な知識、技能を修得させ
る。

新たに採用された
職員

職務倫理
法学
基本実務
専門実務
体育・術科　　等

12名

上位階級者としての意識付けを
行うとともに、それぞれの職責
を果たす上で必要不可欠な知
識、技能を修得させる。

警部補又は巡査部
長に昇任し、又は
昇任が予定されて
いる者

職務倫理
法学
基本実務
管理
専門実務
体育・術科　　等 20名

専務員としての職責を自覚さ
せ、その職務の遂行に必要な基
礎的知識、技能を修得させる。

生活安全、刑事、
交通及び警備の各
部門に新たに任用
する警察官

職務倫理
基本実務
専門実務
体育・術科　　等 52名

特定の分野に関する専門的な知
識、技能を修得させる。

特定の各分野を担
当する警察官又は
一般職員

職務倫理
専門実務

279名

（注）その他、警察大学校、管区警察学校等においても昇任時教養研修をはじめ、より専門的な専科教養研修、語
　　学教養等職務執行に必要な各種教養研修が行われています。

昇任時教養

研　修　の　目　的 対　象　者 研　修　内　容研　　修　　名

採用時教養
（警察官）

採用時教養
（一般職員）

部門別任用時教養

各種専科教養



ハ　教育委員会

(ｲ) 研修体系

全体図



(ﾛ) 研修の内容と実績（主なもの）

実　績
（受講者数）

実践的指導力と使命感を養
うとともに、総合的な人間
力を高める。

新採教員

＊学び続ける教師
＊総合的な人間力、使命感
　と教育理念、教育課題解
　決力、マネジメント能力
　を養う研修
＊教科指導、領域指導  等 295名

教職２年次の
教員

＊服務研修
＊教育相談の基礎
＊発達障がいに関わる理解と
  支援
＊選択研修　等 273名

教職３年次の
教員

＊服務研修
＊選択研修　等 289名

教員として必要な使命感と
教育観の深化を図るととも
に専門的な知識と技能を高
め、教員としての資質と実
践的指導力の向上を図る。

教諭としての
在職期間が５
年を経過した
教員

＊教育公務員の服務
＊いじめ・不登校等の未然防
　止について
＊授業研究（探究型学習等）
　等 227名

個々の教諭等の能力や適性
に応じ、中堅教諭としての
資質の向上を図る。

教諭としての
在職期間が10
年を経過した
教員

＊中堅教諭に求められる指導
　力
＊教育公務員の服務
＊特別支援教育
＊メンタルヘルス
＊授業研究（探究型学習等）
　等 135名

新規採用校長としての自覚
とリーダーシップの涵養を
図り、普遍的な教育課題と
ともに現代的な課題にも対
応できる学校経営について
研修を深める。

新採校長

＊県教育長講話
＊特別支援教育
＊教育法規
＊メンタルヘルス
＊学校経営基礎研修
＊組織マネジメント　等 69名

国及び本県の教育施策や学
校経営について理解を深め
るとともに、解決が急務と
なっている教育課題並びに
倫理観を高める教職員管理
の在り方について研修を行
い、教頭としての自覚と資
質の向上を図る。

新採教頭

＊県教育次長講話
＊特別支援教育
＊教育法規及び教育倫理
＊事務の適正な執行
＊メンタルヘルス
＊組織マネジメント　等

80名

最新のカリキュラム・マネ
ジメントと学校の校務運営
に必要な法的根拠を学び、
校務運営に携わる教員とし
ての倫理観を身に付けさせ
るとともに、マネジメント
能力の向上を図る。

小学校・中学
校・義務教育
学校・特別支
援学校・高等
学校の校務を
中心となって
推進する立場
の教員

＊校務運営上の法的根拠
＊カリキュラム・マネジメン
　トについて　等

24名

現職教員としての資質の向
上と指導力の充実を図る。

本県教育を実
践的にリード
できる教員

＊学習開発コース
＊学校力開発コース

11名

現職教員としての資質の向
上と指導力の充実を図る。

勤務年数が６
年以上の教育
職員

＊県教育課題を踏まえた個々
　のテーマに基づく研究

６名

各地域の中核となる校長・
教頭等の育成を図る。

校長・教頭・
指導主事・中
堅教員

＊教育課題の明確化と解決の
　ための知識・技能の習得に
　関する講義及び演習 30名

長期研修

中央研修

研　修　の　目　的 対　象　者 研　修　内　容研　　修　　名

初任者研修
（小・中・義、特、
高校）

学校運営基礎講座

学習指導、学級経営、生徒
指導等における知識と技能
の充実を図るとともに、教
員としての資質と実践的指
導力を高める。

教職大学院研修

フォローアップ研修
（２年次）

フォローアップ研修
（３年次）

教職５年経験者研修
（小・中・義、特、
高校）

中堅教諭等資質向上
研修
（小・中・義、特、
高校）

新規採用校長研修・
学校経営研修

新規採用教頭研修・
教員倫理研修


